
平成２２年松前町告示第３０号                   

 

入札後審査型一般競争入札実施要綱  

（趣旨） 

第１条 この要綱は、松前町が発注する建設工事についての入札及び契約手続き

のうち、入札後審査型一般競争入札に関し松前町財務規則（昭和６２年松前町

規則第２号。以下「規則」という。）その他別に定めるもののほか、必要な事

項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 入札後審査型一般競争入札（以下「一般入札」という。）とは、一般競

争入札に係る入札参加申請の手続きを簡略化し、入札執行後に最低価格入札者

又は実績確認型総合評価方式要領（平成２２年３月松前町告示第３２号。以下

「実績要領」という。）に基づく実績確認型総合評価方式（以下「総合評価方

式」という。）による評価値の最も高い者から順に、入札参加資格を審査して

落札者を決定するものをいう。 

（対象工事） 

第３条 一般入札の対象となる工事は、設計金額２千万円以上のものとする。た

だし、町長が特に必要と認めた場合は、この限りでない。 

（入札参加者の資格） 

第４条 一般入札に参加できる者は、次の各号に掲げる条件を満たす者とする。 

(1) 一般入札の公告日の前日において、規則第１４８条第４項に規定する名簿

に、当該公告で指定される業種にて登載されている者  

(2) 建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第１８条の２に規定す

る経営事項審査を受けている者  

(3) 松前町競争入札参加資格停止措置要綱（平成２３年２月松前町告示第１０

号。以下「停止措置要綱」という。）に基づく入札参加資格停止期間中にな

い者  

(4) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「令」という。）第１

６７条の４に該当しない者  

(5) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更正手続開始の申

立て及び民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開

始の申立てがなされていない者（会社更生法の規定による更正計画認可又は

民事再生法の規定による再生計画認可の決定を受けているものを除く。）  



(6) その他対象工事ごとに定める条件を満たす者  

（一般入札の公告） 

第５条 令第１６７条の６第１項の規定に基づく公告の写しは、入札事務を担当 

する課（以下「入札担当課」という。）の窓口及び松前町ホームページにおい

て、閲覧に供するものとする。 

（一般入札の申込み） 

第６条 一般入札に参加を希望する者は、競争入札参加申請書（様式第１号又は

様式第１号の１）を町長に提出しなければならない。  

（一般入札参加の通知） 

第７条 町長は、前条の規定により入札参加の申込みを行った者について、当該

一般入札の参加有資格者であるか確認を行い、確認ができた者（以下「入札参

加者」という。）に対し、競争入札参加通知書（様式第２号。以下「通知書」

という。）により通知するものとする。  

２ 前条の規定により入札参加の申込みを行った者で前項の確認ができない者

には、通知書にその確認できない理由を明記し、通知するものとする。 

（設計図書等の貸出し） 

第８条 町長は、一般入札に係る設計書、図面、仕様書等（以下「設計図書等」

という。）を電子媒体にて、入札参加者へ貸出しするものとする。ただし、貸

出した電子媒体は当該入札時に返却させるものとする。 

（設計図書等に対する質問及び回答） 

第９条 入札参加者は、設計図書等の解釈に疑義が生じたときは、公告に明示し

た提出方法によりその提出期限までに、質疑応答書（様式第３号）により質問

することができる。  

２ 町長は、前項の質問に対する回答を公告に明示した回答方法により行うもの

とする。 

（一般入札参加の取消し） 

第１０条 町長は、入札参加者が次のいずれかに該当する者となったときは、当

該一般入札の参加を取り消すものとする。 

(1) 民法（明治２９年法律第８９号）に規定する成年被後見人、被保佐人又は

被補助人 

(2) 破産法（平成１６年法律第７５号）に規定する破産手続開始の決定を受け

た者 

２ 町長は、入札参加者が次のいずれかに該当する者となった場合又はこれらに



該当する者を代理人、支配人その他使用人若しくは入札代理人として使用した

場合は、当該一般入札の参加を取り消すものとする。 

(1) 他の契約の履行に当たり、粗雑工事又は品質及び数量に関して不正の行為

をした者 

(2) 町が行う全ての入札においてその公正な執行を妨げた者若しくは公正な

価格の成立を害し、又は不正の利益を得るために連合した者 

(3) 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた

者 

(4) 地方自治法（昭和２２年法律第６７条）第２３４条の２第１項の規定によ

る監督又は検査の実施に当たり、職員の職務の執行を妨げた者 

(5) 正当な理由なくして契約を履行しなかった者 

(6) 国又は他の地方公共団体若しくはそれに準ずるものが発注する工事等に

おいて、入札参加資格停止となっている者又は談合等不正行為を行った者  

(7) 前各号のいずれかに該当する事実があった後２年を経過しない者を当該

契約の履行に当たり、代理人、支配人その他使用人として使用した者 

３ 前項の規定によるもののほか、町長は、第７条の規定により入札参加通知を

した後に、入札参加者が停止措置要綱に定める基準により入札参加資格停止の

措置を受けた場合、入札参加者の当該一般入札の参加を取り消すものとする。 

４ 町長は、談合情報が寄せられた場合は、談合の事実があったと認められない

場合であっても、松前町談合情報対応マニュアル（平成２３年松前町訓令第７

号。以下「談合情報マニュアル」という。）の規定に基づき、当該一般入札の

参加を取り消すものとする。 

５ 町長は、入札参加者の経営、資産、信用状況の変動等により、当該契約の相

手方として不適当である事実が判明したときは、当該一般入札の参加を取り消

すものとする。 

（入札参加者の非公開） 

第１１条 当該一般入札に係る入札参加者については、一般入札の終了まで非公

開とする。ただし、町長が特に必要と認めた場合は、この限りでない。 

（入札執行前の確認等） 

第１２条 入札担当課長は、入札執行の開始に先立ち、入札参加者に配置予定技

術者調書（様式第４号。以下「技術者調書」という。）、施工実績調書（様式第

５号。以下「実績調書」という。）及び公告に明示した書類（工事費内訳書を

除く。）を提出させた上で、入札受付表（様式第６号）に必要事項を記入した



後に、出欠の確認を行うものとする。ただし、実績要領に規定する総合評価方

式による一般入札においては、技術者調書及び実績調書は、実績要領第８条に

規定する評価資料（企業の施工能力について及び配置予定技術者について）の

提出をもって代えるものとする。  

２ 代理入札する者については、委任状（様式第７号）を提出させるものとする。 

３ 前２項により提出させた書類は、返却しないものとする。 

（落札者の決定方法） 

第１３条 当該一般入札について、落札者が当該契約内容に適した履行をしない

おそれがある場合であって、規則第１５５条の２により実績要領による総合評

価方式を適用した場合は、松前町低入札価格調査実施要領(平成２２年３月松

前町告示第３４号。以下「低入札要領」という。)による落札者の決定のほか、

規則第１５６条に基づく最低制限価格を用いる方法によって落札者を決定す

るものとする。この場合においては、当該一般入札の公告にその旨を明記しな

ければならない。 

（入札回数） 

第１４条 同一の工事に係る一般入札の入札執行回数は、２回までとする。 

（入札書） 

第１５条 一般入札は、規則第１５５条第１項の入札書（以下「入札書」という。）

の提出をもって行うものとする。 

２ 入札金額について、入札参加者は消費税及び地方消費税に係る課税業者であ

るか免税業者であるかを問わず、見積りした契約希望金額の消費税及び地方消

費税に相当する額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を

切り捨てた金額）を除いた金額を入札書に記載しなければならない。 

３ 第１回目の入札書を提出する際には、入札書に記載の金額と同額の工事費内

訳書（町の設計図書様式に準じたもの）を提出しなければならない。 

４ 前３項の規定により提出した書類は、返却しないものとする。 

（入札辞退） 

第１６条 入札参加者は、当該一般入札を辞退しようとするときは、次に掲げる

ところにより手続を行うものとする。 

(1) 入札執行前にあっては、入札辞退届（様式第８号）の提出 

(2) 入札執行中にあっては、その旨を明記した入札書の提出  

（一般入札の中止等） 

第１７条 入札担当課長は、次のいずれかに該当する場合は、当該一般入札の執



行を中止し、又は延期することができる。 

(1) 談合情報マニュアル第２の１項に該当したとき。  

(2) 入札参加者が、辞退等により１名となったとき。 

(3) 天災地変その他やむを得ない理由により、当該一般入札の執行が不可能と

判断したとき。 

（入札の無効及び失格） 

第１８条 一般入札が規則第１５８条の規定に該当したときは、その者の行った

入札行為を無効とし、失格とする。 

２ 低入札要領による低入札価格調査の対象とならない一般入札において、規則

第１５６条に規定する最低制限価格を下回る額の入札を行った者は、失格とす

る。 

３ 第１２条第１項及び第２項による書類が提出できない者は失格とする。 

４ 第１５条第３項に規定する工事費内訳書が提出できない者又は入札書に記

載の金額と工事費内訳書金額が同額でない者は失格とする。  

５ 低入札要領による低入札価格調査の対象となる入札において、低入札要領第

３条第１項に規定する調査基準価格を下回る額の入札を行った者で、その提出

した工事内訳書が低入札要領別表２工事費内訳書の検討に係る判定基準の⑤

から⑨までのいずれか一つでも満たしていないと判定されたものは、失格とす

る。  

（一般入札の公表及び期間） 

第１９条 一般入札の公表は、次のとおりとする。 

(1) 予定は、四半期毎に工事発注見通し（様式第９号）により入札担当課窓口

及び松前町ホームページにて公表するものとする。  

(2) 結果は、入札参加者表兼入札執行表（様式第１０号）及び入札結果表（  

様式第１１号）により、入札担当課窓口及び松前町ホームページにて公表す

るものとする。  

(3) 総合評価方式による一般入札を実施したときは、実績要領に規定する入札

結果一覧表により公表するものとする。  

２ 公表の期間は、前項第１号は対象年度の末日までとし、同項第２号及び第３

号は一般入札を行った日の属する年度の翌年度末日までとする。  

（補則） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、一般入札に関し必要な事項は、別に定

めるものとする。  



 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２２年４月１日から施行し、平成２２年４月１日以降に実

施する入札後審査型一般競争入札から適用する。 

 （経過措置） 

２ この告示の適用前に実施した入札後審査型一般競争入札については、なお従

前の例による。 

   附 則 

 この告示は、平成２６年５月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１８日から施行する。 



様式第１号（第６条関係） 

 

 

競 争 入 札 参 加 申 請 書 

（入札後審査型一般競争入札：単体） 

 

年   月   日 

 

 

松前町長          様 

 

 

申請者 

住    所 

商号及び名称 

代 表 者 氏 名                印 

 

 

 

年  月  日付で入札公告のありました           の入札  

参加を希望したいので申請します。 

 なお、一般競争入札の当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者

で復権を得ない者でないこと並びに添付書類の内容については事実と相違ないことを

誓約いたします。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号の１（第６条関係） 

 

 

競 争 入 札 参 加 申 請 書 

（入札後審査型一般競争入札：特定建設工事共同企業体用） 

 

  年   月   日 

 

松前町長           様 

 

 

共同企業体の事務所の所在地                          

共 同 企 業 体 の 名 称                         

                  特定建設工事共同企業体 

 

構 成 員 住    所 

 (代表者)  商号又は名称 

代表者 氏 名                         印  

 

構 成 員 住    所 

  商号又は名称 

代表者 氏 名                         印 

 

構 成 員 住    所 

  商号又は名称 

代表者 氏 名                         印 

 

     年  月  日付で入札公告のありました                 

の入札に参加いたしたく、今般連帯責任によって請負工事の共同施工を行うため                             

を代表者とする          特定建設工事共同企業体を 

結成しましたので、申請します。 

   なお、この申請書の内容については、事実と相違ないことを誓約いたします。 

   また、                        に係る次の権限を        

                 特定建設工事共同企業体代表者に委任します。 

 



（ア） 工事の入札及び見積に関する一切の権限 

（イ） 工事請負契約に関する一切の権限 

（ウ） 工事請負代金及び前払金並びに部分払の請求・受領に関する一切の権限 

（エ） 上記権限の範囲内において、復代理人を選任する権限 

（オ） その他工事の施工に関し、諸届及び諸報告の提出に関する一切の権限 

 

１．共同企業体の構成員 

区分 商号又は名称 許可番号 許可年月日 許可業種 
出資割合 

(％) 

 

 

代表者 

 

 

     

 

 

構成員 

 

 

     

 

 

構成員 

 

 

     

 

２．工事の入札、見積に基づく行為に使用する印鑑 

 

印 鑑 

 

 

 

 

 

 

３．備考 

     契約書の押印は、代表者の印鑑を使用すること。 

 

 

 

 



様式第２号（第７条関係） 

 

 

競 争 入 札 参 加 通 知 書 

（入札後審査型一般競争入札） 

 

第     号 

年   月    日 

 

 

 様 

 

 

松前町長              

 

 

 さきに申請のあった                に係る入札参加について、 

次のとおり通知いたします。 

 

 

参加資格         有   ・   無 

 

   参加資格の無い理由 

 

 

（注）１ 入札参加者は入札当日、工事費内訳書を必ず持参してください。持参しな

い場合は、入札に参加できません。 

   ２ 入札参加資格がないと通知された者は、当町に対してその理由説明を求め 

        ることができます。この説明を求める場合は、  年  月  日までにそ

の旨を記載した書面（Ａ４サイズで書式自由）を持参により提出してくださ

い。 

   ３ 貸し出した電子媒体は、入札時に返却してください。 

 

 

 



様式第３号（第９条関係） 

 

 

質 疑 応 答 書 
 

 

年   月   日 

 

 

松前町長         様 

 

 

 

住    所 

商号又は名称 

代 表 者 氏 名                     印 

電 話  番 号                 

 

 

このことについて、下記のとおり質問します。 

 

 

（入札名） 

 

質問事項 

 

 

 

 

 

 

回 答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号（第１２条関係） 

 

 

配 置 予 定 技 術 者 調 書 

 

 

 

 

 

会社名：                     

 

入 札 名 

 

 

 

技術者の氏名 

 

 

 

法令による免許  

 

 

 

     年  月  日取得 

監理技術者資格者証 

交付年月日 

 

年   月   日 

 

登 録 番 号  

 

 

 

 

従 事 役 職 

 

□ 監理技術者    □ 主任技術者 

（注）１ 法令による免許については、当該資格を証する書類（写し）を添付するこ

と。又、監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習終

了証の写しを添付すること。 

２ 従事役職については、｢監理技術者｣、｢主任技術者｣の該当する方に□レを記

入すること。 

３ 在籍証明又は在籍の確認ができるもの（健康保険証の写し等）を添付する

こと。 

 

 

 



様式第５号（第１２条関係） 

 

施 工 実 績 調 書 

 

 

 

会社名：                  

 

 

 

工 

 

事 

 

経 

 

験 

 

 

 

 

工 事 名 

 

 

 

発注機関名 

 

 

 

施 工 場 所 

 

 

 

契 約 金 額 

 

 

 

工   期 

 

 

年  月  日から    年  月  日 

 

受注形態等 

 

 

（ 出 資 比

率  ％） 

 

 

工事概要等 

 

 

 

 

（注）１ 受注形態等については、｢単体｣、｢共同企業体｣のいずれかを記入し、共同

企業体の場合は出資比率を記入すること。 

２ 工事経験を証明するものとして、（財）日本建設情報総合センターの｢工事

情報システム（CORINS）｣による竣工時工事カルテの写し（技術データを含む。）

を添付すること。ただし、竣工時工事カルテを添付することができない場合

は、公共工事の契約書（工事内容を含む。）の写しに発注者の原本証明したも

の、又は施工証明書を添付すること。 

（いずれの場合であっても、入札参加条件とした施工実績の内容が確認できな

い場合は、設計書及び仕様書等も併せて添付すること。） 



様式第６号（第１２条関係） 

入  札  受  付  表 

入 札 番 号  

入 札 名  

入 札 日 時  

入 札 場 所  

 

入 札 参 加 者 

業    者    

名 
入 札 参 加 者 名 

業    者    

名 
入 札 参 加 者 名 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    



様式第７号（第１２条関係） 

 

 

委    任    状 
 

      年      月      日 

松前町長            様 
 

                                                           住        所  

                                                           商号又は名称 

                                                           代表者氏名                                印 

 

入札番号     

入 札 名     

 

上 記 の 入 札 及 び 見 積 に 関 す る 一 切 の 権 限 を 次 の 者 に 委 任 し ま す 。 

 

 

代 理 人    住  所 

氏  名                                        印 



様式第８号（第１６条関係） 

 

 

入  札  辞  退  届 
 

      年      月      日 

 

松前町長            様 
 

                                                               住        所  

                                                               商号又は名称 

                                                               代表者氏名                                    印 

 

入札参加の通知を受けましたが､下記理由により入札を辞退させていただきます。 

 

記 

 

入札番号     

入 札 名    

辞退理由  

 



様式第９号（第１９条関係） 

年 度    工 事 発 注 見 通 し 

（        年    月    日現在） 

発   注   担   当   課  工   事   主   管   課  

番号 工          事          名 工事場所 工事期間 工事種別 工      事     概      要 
入 札 及 び 

契約の方法 

入札（随意契

約）予定時期 
備      考 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

（注1）公表の対象は、予定価格が250万円以上と見込まれる工事である。 

（注2）掲載内容は、公表時点での見通しであり、実際に発注する工事がこの掲載内容と異なる場合又は掲載されていない工事が発注される場合がある。 



様式第１０号（第１９条関係） 

入 札 参 加 者 表 兼 入 札 執 行 表 

入札番号  入 札 名  

入   札    日 年 月 日 

予定価格（税抜）  

最低制限価格(税抜)  

調査基準価格（税抜）  

施 行（ 納 入 ）場 

所 
 完了日又は納入期限 年 月 日 

概   要  

入 札 参 加 者 入    札    額 
摘          要 

商 号 又 は 名 称 及 び 代 表 者 名 第 １ 回 第 ２ 回 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

※調査基準価格欄は、低入札価格調査制度を適用したときに限る。 



様式第１１号（第１９条関係） 

         年 度   入  札  結  果  表 

 入  札  日 月      日 

入 札 方 法 対    象 入 札 番 号 入          札          名 
入札参

加者数 
落  札  者  名 

（予定価

格）契約金

額 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

※当入札結果表の（予定価格）とは、消費税込みの金額にて表示しています。 

 


